
報   第   ５０   号   

令和 ６ 年１１月２９日提出   

 

   中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに熊本市中小企業活性化会 

議における審議の経過及び結果について 

 

熊本市中小企業・小規模企業振興基本条例（平成２４年条例第１２８号）の規定に

基づき、令和５年度及び令和６年度の中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに

熊本市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果について、別紙のとおり報告

する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

（提出理由） 

令和５年度及び令和６年度の中小企業の振興に関する施策の実施状況並びに熊本

市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果について、熊本市中小企業・小

規模企業振興基本条例第１２条の規定に基づき、市議会に報告するものである。 
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別紙 

 

 

 

 

 

中小企業の振興に関する施策の実施状況

並びに熊本市中小企業活性化会議におけ

る審議の経過及び結果（報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 

熊本市 
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第１ 中小企業の振興に関する施策の実施状況 

 

 １ 創業・事業承継の促進 

令和５年度決算額：５７２，１７２千円 

令和６年度予算額：５７５，５６３千円 

  (1) 創業支援 

   令和５年度決算額：５３９，６４８千円 

   令和６年度予算額：５３９，７４７千円 

１ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １２，７６５千円 ・ 今年度予算額 １６，０７２千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施す

る。 

結果 ・助成件数：４件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等によるマッチング件数：１１件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：１件 

備考 「２ 新たな事業活動の促進」及び「５ 小規模企業の振興」で再掲 

２ 事業名 創業者チャレンジ支援・育成事業 

前年度決算額 １７，３６７千円 ・ 今年度予算額 １５，４００千円 

内容 創業者に対し、創業時に必要となる経費を一部助成し、３年間の継続

的な支援を実施するとともに、高校生・大学生向け起業スクールを開

催する。 

結果 ・創業ステップアップ支援助成 助成件数：１７件 

・創業者チャレンジ支援補助 補助件数：２０件 

・大学生・専門学生向け起業スクールの開催 

参加者数：２２人 

備考  

３ 事業名 くまもと森都心プラザ管理運営経費 
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前年度決算額 ４６２，９１６千円 ・ 今年度予算額 ４５５，２７５千円 

内容 ビジネス支援施設「ＸＯＳＳ ＰＯＩＮＴ．」（クロスポイント）にお

いて、経営相談や創業支援のほか、先輩起業家等のメンターによるメ

ンタリングや様々な支援プログラムを実施することで、市域内の関係

者コミュニティの形成や起業気運の醸成を通じた次代の熊本の産業

の担い手となるスタートアップ等の支援を実施する。 

結果 ・創業支援室使用者数：６人 

・経営・融資等相談件数：１，５４５件 

・専門家派遣件数：４０件 

・中小企業研修の実施回数：１８回 

備考  

４ 事業名 地域スタートアップ等支援事業 

前年度決算額 ３８，５８５千円 ・ 今年度予算額 ４３，０００千円 

内容 市域内のスタートアップ等の事業成長に対し、ビジネスプランの壁打

ちやメンタリング、資金調達・業務提携の支援などを通じた伴走的な

サポートを実施するほか、スタートアップ都市づくりに取り組む先行

自治体と連携した取組を行う。 

結果 ・事業マッチング件数：８７件 

備考  

５ 事業名 大学連携型起業家支援経費 

前年度決算額 ８，０１５千円 ・ 今年度予算額 １０，０００千円 

内容 大学等と連携した起業や新分野進出を促進するため、独立行政法人中

小企業基盤整備機構が整備した「くまもと大学連携インキュベータ」

の入居者に対して最長５年の賃料補助を行う。 

結果 ・補助件数：１０件（１０社） 

備考  

  (2) 事業承継支援 

   令和５年度決算額：３２，５２４千円 

   令和６年度予算額：３５，８１６千円 
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１ 事業名 中小企業金融対策事業 

前年度決算額 ３２，５１２千円 ・ 今年度予算額 ３３，１００千円 

内容 中小企業向け制度融資に係る信用保証料の助成や損失補償を行う。 

結果 ・補助件数 

  信用保証料補給：４９８件 

損失補償金：２５件 

備考 「３ 経営基盤の強化の促進」で再掲 

２ 事業名 利子補給金 

前年度決算額 １２千円 ・ 今年度予算額 ７１６千円 

内容 事業承継等に係る中小企業者の資金調達の円滑化を図るため、本市の

融資制度を利用した中小企業者に対して利子の一部又は全部を補給

する。 

結果 ・補助件数：１件 

備考 「３ 経営基盤の強化の促進」で再掲 

３ 事業名 事業承継・引継ぎ支援事業 

今年度予算額 ２，０００千円 

内容 本市の中小企業者に対する事業承継等を推進するためのセミナー等

を開催する。 

備考 令和６年度新規事業 

 

２ 新たな事業活動の促進 

令和５年度決算額：１，３５８，１１０千円 

令和６年度予算額：１，５１０，１８５千円 

  (1) 技術革新・生産性向上支援 

   令和５年度決算額：５４７，９３０千円 

   令和６年度予算額：１,０１６，８２２千円 

１ 事業名 中小企業等ＤＸアクセラレーション事業 

前年度決算額 ３２，０００千円 ・ 今年度予算額 ２０，０００千円 

内容 デジタル技術を活用した業務変革等に取り組む本市の中小企業者等
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を対象に、専門家による集中的な伴走型支援を実施し、その成果を先

駆的事例として本市の中小企業者等に共有することで、ＤＸに向けた

取組の推進を図る。 

結果 ・伴走支援件数：１４件 

・成果報告会参加者数：１５１名（１２１社） 

備考  

２ 事業名 企業立地促進事業 

前年度決算額 ４８１，８６６千円 ・ 今年度予算額 ９５５，４００千円 

内容 本市の優れた投資環境や補助制度を広く内外にＰＲし、企業立地を促

進させることで、市民の雇用機会の増大、地域経済の更なる活性化を

図る。 

結果 ・令和５年度立地企業件数：３０件 

・熊本市企業立地促進条例に基づく助成 助成件数：２０件 

備考  

３ 事業名 首都圏企業誘致活動経費 

前年度決算額 ２，８２９千円 ・ 今年度予算額 ２，８５０千円 

内容 首都圏等の企業の誘致を促進するため、企業訪問や展示会への出展

等、企業誘致活動を展開する。 

結果 ・首都圏企業等への訪問・誘致活動の実施 

・企業誘致アドバイザーとの意見交換による企業情報の収集 

・ＤＸ 総合ＥＸＰＯ ２０２４ 春 東京への出展 

備考  

４ 事業名 半導体関連企業誘致強化事業 

前年度決算額 ７，６５７千円 ・ 今年度予算額 １４，５００千円 

内容 台湾で開催される半導体関連の展示会への出展やＰＲを行う等、国内

外の半導体関連企業に対する誘致活動を行う。 

結果 ・セミコン台湾２０２３に県と共同で出展し、半導体関連企業を訪問 

・台湾の金融機関主催の投資家セミナーにおいて、本市の投資環境等

についてＰＲを実施（参加者１００名以上） 
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備考  

５ 事業名 マーケティングリサーチ促進事業 

前年度決算額 ９１３千円 

内容 新型コロナウイルス感染症拡大により、地方へのリスク分散等を検討

する三大都市圏の企業が本市への立地検討に当たり実施する市場調

査や視察にかかる経費の一部を助成し、本市への立地に繋げる。 

結果 ・利用件数：１１件 

備考 令和６年度からは「２ 新たな事業活動の促進」に掲載の「半導体関

連企業誘致強化事業」と事業を統合したため、令和５年度限りで終了。 

６ 事業名 首都圏企業地方進出支援事業 

前年度決算額 ９，９００千円  

内容 専門人材を活用し、地方進出等に意欲のある首都圏等の企業とのネッ

トワーク形成を行い、本市への視察等を通して企業の進出を支援する

ことにより、本市への立地を促進する。 

結果 ・現地視察件数：１０件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和５年度限りで終了。 

７ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １２，７６５千円 ・ 今年度予算額 １６，０７２千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施す

る。 

結果 ・助成件数：４件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等によるマッチング件数：１１件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：１件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲）。「５ 小規模企業の

振興」で再掲。 

８ 事業名 デジタルコンテンツ企業誘致強化事業 

今年度予算額 ８，０００千円 
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内容 首都圏等のゲーム・アニメ・映像制作等を行う企業の誘致を目的とし

て、地方進出意欲のある企業の発掘や視察ツアー等を行う。 

備考 令和６年度新規事業 

  (2) 販路開拓・消費拡大支援 

   令和５年度決算額：８１０，１８０千円 

   令和６年度予算額：４９３，３６３千円 

１ 事業名 地場企業振興事業 

前年度決算額 ６８１千円 ・ 今年度予算額 ６６４千円 

内容 本市の中小企業者の販路開拓・販路拡大を支援するため、物産振興関

係機関に対して負担金を交付する。 

結果 ・熊本県物産振興協会に対する負担金の交付 

  負担金交付額：３００千円 

・熊本市物産振興協会に対する負担金の交付 

  負担金交付額：２７０千円 

備考  

２ 事業名 経済国際化促進経費 

前年度決算額 ４，２６０千円 ・ 今年度予算額 ４，８２９千円 

内容 本市経済の国際化に寄与することを目的として、貿易相談、海外情報

の収集・提供等を行う貿易関係機関に対して負担金を交付する。 

結果 ・日本貿易振興機構熊本貿易情報センターに対する負担金の交付 

負担金交付額：２，３００千円 

・熊本県貿易協会に対する負担金の交付   

負担金交付額：１，３１４千円 

・九州経済国際化推進機構に対する負担金の交付   

負担金交付額：６００千円 

備考  

３ 事業名 物産品等販路開拓支援事業 

前年度決算額 ４３，１５３千円 ・ 今年度予算額 １４，０００千円 

内容 本市の中小企業者等の販路開拓のため、商談機会やスキル習得の場を
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提供するとともに、中小企業者等の販路開拓の取組に対して、必要な

経費の一部を助成する。 

結果 ・くまもとの物産商談会の開催 

  参加企業数：８１社 参加バイヤー：３２社  

商談件数：２９２件 

・物産展等への出展経費補助件数：５３件 

・ＥＣ展開に要する経費補助件数：３５件 

備考  

４ 事業名 熊本港利用促進経費 

前年度決算額 ８１，９０９千円 ・ 今年度予算額 １０６，９９０千円 

内容 本市及び熊本都市圏に所在する企業等の物流の利便性を向上させ、事

業活動の促進を図るため、国際コンテナ取扱いに対する助成を行う。

また、県内の荷主等に対する熊本港利用の働きかけ等を行う熊本港ポ

ートセールス協議会に対して負担金を交付する。 

結果 ・熊本港の国際コンテナ取扱いに対する助成金の交付 

助成金を交付したコンテナ数量：７，９９２ＴＥＵ 

・熊本港ポートセールス協議会に対する負担金の交付 

負担金交付額：１，８００千円 

備考  

５ 事業名 インバウンド誘客対策経費 

前年度決算額 １１，８７９千円 ・ 今年度予算額 ３１，８００千円 

内容 西日本・九州の主要都市等と連携し、外国人観光客をターゲットとし

た誘客プロモーションを行う。 

結果 ・台湾及びタイの旅行会社へＦＡＭツアー及びセールスコールを実

施 

・熊本県との共同作成動画を活用し、米国に向けてプロモーションを

実施 

・欧米豪向けの記事コンテンツの制作 

備考  
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６ 事業名 観光戦略経費 

前年度決算額 ８８，９４６千円 ・ 今年度予算額 １００，４００千円 

内容 観光ＷＥＢサイトや観光案内所の運営、一般財団法人熊本国際観光コ

ンベンション協会が実施する観光客誘致事業への補助等を行う。 

結果 ・ＷＥＢサイトを活用した本市の魅力発信 

・熊本駅総合観光案内所及び桜の馬場城彩苑総合観光案内所におけ

る積極的な情報発信 

・「熊本城おもてなし武将隊」や「ひごまる」を活用したおもてなし

や本市のＰＲ 

・一般財団法人熊本国際観光コンベンション協会の観光客誘致事業

への補助を実施 

備考  

７ 事業名 観光誘客促進事業 

前年度決算額 ４０，１７０千円 ・ 今年度予算額 １２，０００千円 

内容 新しい旅行スタイルの提案や新規就航エリアとの相互交流の促進等

に取り組む。 

結果 ・直行便が期間就航している静岡に対するプロモーションの展開 

・熊本城を含む様々な観光資源を活用したプロモーションの実施 

備考  

８ 事業名 観光客受入環境整備経費 

前年度決算額 １６，３２１千円 ・ 今年度予算額 ２１，４３０千円 

内容 段階的なインバウンドの回復を見据え、造成したコンテンツのＰＲを

充実させるとともに、販路拡充や地域通訳案内士の育成を行う。 

結果 ・海外旅行者向けの情報発信サイトへのコンテンツ掲載 

閲覧数：１，０１５ＰＶ 

・熊本市地域通訳案内士（英語）登録：１８名 

・観光案内標識、サイン等の老朽化に伴う補修・改修：１０か所 

・熊本城周遊バス「しろめぐりん」５台及び市電４３編成のＷｉ－  

Ｆｉ環境の提供及び運営を実施 
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備考  

９ 事業名 ＭＩＣＥ誘致戦略事業 

前年度決算額 ９２，４４０千円 ・ 今年度予算額 ９０，０００千円 

内容 ＭＩＣＥ誘致活動、コンベンション主催者への助成等を行う。 

結果 ・令和５年度ＭＩＣＥ誘致活動件数：６２８件 

・令和５年（暦年）コンベンション開催件数：２７２件 

備考  

１０ 事業名 食の販路拡大事業 

前年度決算額 ３９，２４３千円 ・ 今年度予算額 ３７，８００千円 

内容 国内外への販路拡大を支援するため、民間企業や農漁業者等との連携

による農水産物や加工品のプロモーション活動及びオンラインを活

用したセミナーやマッチングを行う。 

結果 ・首都圏に期間限定のアンテナショップを開設 

店舗数：１５店舗  

・生産者や加工業者とバイヤーとのマッチング会やセミナーを開催 

・県内の農漁業者・加工品製造業者からの海外輸出に関する質問・相 

談を受け付ける総合支援窓口を運営 

・海外販路拡大事業において、台湾、米国、中国、香港等で熊本フェ

アを開催 

  売上額：３９，２２６千円 

備考  

１１ 事業名 地産地消事業 

前年度決算額 ５，３００千円 ・ 今年度予算額 ５，３００千円 

内容 対面式で農水産物を販売する地産地消フェアを開催する。 

結果 ・対面式での農水産物販売フェアを開催 

来場者数：１２，３３７人 

・直売所の入荷情報等を発信する直売所アプリの周知 

登録直売所数：１３か所 登録者数：８，１６０人 

備考  
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１２ 事業名 旅行商品割引事業 

前年度決算額 １７２，７７１千円  

内容 コロナ禍の経済対策として、市内宿泊を伴う旅行商品の割引を行う

「ＬＯＯＫＵＰ Ｋｕｍａｍｏｔｏキャンペーン」を行い、観光関連

産業を広く支援する。 

結果 ・販売実績 

ＬＯＯＫＵＰ Ｋｕｍａｍｏｔｏキャンペーン：７７，０８５件 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和５年度限りで終了。 

１３ 事業名 広域観光連携事業 

前年度決算額 １４４，０００千円  

内容 県と連携した県内各地の魅力を発信するイベントの開催とその開催

期間に合わせたナイトタイムエコノミー企画の実施により、来訪促進

及び市内宿泊数の増加を図る。 

結果 ・県内観光の魅力発信を行うイベント「くま博２０２３」を実施 

来場者数：約１１６万人 

備考 令和５年度限りで終了 

１４ 事業名 台湾等アジア戦略経費 

前年度決算額 ２６，８９１千円 

内容 台湾現地旅行博への出展、訪日メディアを活用した情報発信等に取り

組むとともに、台湾直行便を利用する旅行者を対象とした桜の馬場城

彩苑・熊本城お休み処で利用可能なクーポン券の配布等を実施する。 

結果 ・台湾直行便利用者を対象としたウェルカムクーポンの配布を実施 

  利用実績：１８，６３８枚（５００円券） 

・熊本城おもてなし武将隊を活用した現地プロモーションや現地旅

行博、ＳＮＳでの情報発信を実施 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和５年度限りで終了。 

１５ 事業名 台湾誘客経費 

今年度予算額 ５,０００千円  

内容 県や県内自治体と連携した台湾現地旅行博への出展やＳＮＳを活用
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した情報発信を行う。 

備考 令和６年度新規事業 

１６ 事業名 農水産物販売事業者緊急支援事業 

前年度決算額 １４，９６０千円  

内容 コロナ禍による販売不振、燃油や資材の価格高騰の影響を受けた農漁

業者等の収益向上を目的に、市内外への農水産物のＰＲ、販売拡大対

策としてＷＥＢ物産展を開催する。 

結果 ・販促キャンペーンの実施 

キャンペーン期間中の売上額：約１４，５００千円 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和５年度限りで終了。 

１７ 事業名 観光マーケティング戦略策定経費 

前年度決算額 ２７，２５６千円 

内容 国内外の旅行動向に関する各種調査・分析の実施及び戦略の内容を審

議する審議会を開催し、「熊本市観光マーケティング戦略」を策定す

る。 

備考 令和５年度限りで終了 

１８ 事業名 ナイトタイムエコノミー推進事業 

今年度予算額 ４３，５００千円 

内容 夜型の観光コンテンツを造成するとともに、夜間景観の魅力拡大に向

けた取組を行う。 

備考 令和６年度新規事業 

１９ 事業名 観光戦略推進経費 

今年度予算額 １５，７００千円 

内容 「熊本市観光マーケティング戦略」に基づく各種取組の評価・検証な

どのための市場調査や持続可能な観光の推進、高付加価値旅行者向け

のホテル誘致検討等を行う。 

備考 令和６年度新規事業 

２０ 事業名 ＥＣサイトにおける生産者の個別支援事業 

今年度予算額 ３，９５０千円 
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内容 ＥＣサイトにおける農水産物の販売において、更なる収益拡大を図る

ため専門家による個別サポートを行う。 

備考 令和６年度新規事業 

 

３ 経営基盤の強化の促進  

令和５年度決算額：２，４６８，６６２千円 

令和６年度予算額：１，３６８，４０５千円 

  (1) 人材の育成及び確保 

   令和５年度決算額：２５５，４０５千円 

   令和６年度予算額：２３７，２５２千円 

１ 事業名 障がい者・母子家庭の母等の雇用対策経費 

前年度決算額 １，９９２千円 ・ 今年度予算額 ２，０００千円 

内容 障がい者・母子家庭の母等・高齢者の雇用促進を図るため、市内在住

の障がい者（身体・知的・精神）、母子家庭の母等又は高齢者を継続

して雇用した市内の事業所に対して、雇用奨励金を交付する。 

結果 ・補助件数：７７件（障がい者：５９件、母子家庭の母等：１７件、

高齢者：１件） 

備考  

２ 事業名 人手不足・多様な働き方支援就職面談会事業 

前年度決算額 ３８２千円 ・ 今年度予算額 ３９０千円 

内容 若年層の地元定着促進を目的に､高等学校と地場企業との意見交換会

等を開催する｡ 

結果 ・高等学校と企業との意見交換会  

参加高校：５５校（教諭：７６人） 参加企業：７０社 

・高校生のための就職フェア  

参加高校：２５校（生徒：６１人） 参加企業：５５社 

備考  

３ 事業名 外国人材雇用推進事業 

前年度決算額 ９９９千円 ・ 今年度予算額 ２，４００千円 
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内容 地場企業における人材不足の解消及びグローバル化を推進するため、

外国人労働者の日本語習得等の支援を実施する。 

結果 ・外国人労働者への日本語習得等支援事業 参加者数：８０人 

備考  

４ 事業名 しごと学びＷＥＢライブ事業 

前年度決算額 １１，９９５千円 ・ 今年度予算額 １２，０００千円 

内容 小中学校とスタジオをオンラインで結び、同じサプライチェーンを形

成する企業が小中学生に対して、１つの商品がどのような過程で作ら

れ、消費者の手に渡るのかを説明する授業を実施することで、地元企

業の認知度向上を図り、若年者の県外流出の抑制と将来的な人材還流

及び人材定着を図る。 

結果 ・実施回数：１２回 参加学校数：７０校 

備考  

５ 事業名 合同就職説明会開催経費 

前年度決算額 ２２，３９９千円 ・ 今年度予算額 ２８，６００千円 

内容 雇用の安定と経済活性化を図るため、人材を必要とする企業と求職者

とのマッチングの場として、合同就職説明会を開催する。 

結果 ・合同就職説明会 

実施回数：１２回（オンライン：９回、対面・オンライン併用：

３回） 

求人企業数：３６０社 

参加者数：１，２３９人 就職内定者数：２３人 

備考  

６ 事業名 移住促進サポート支援事業 

前年度決算額 ５，４９５千円 ・ 今年度予算額 ６，５００千円 

内容 本市への移住促進及び労働力人口の増加を目的として、県外から本市

への移住に伴う転居費に対する助成を実施する。 

結果 ・交付件数：７４件 

備考  
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７ 事業名 ＵＩＪターン移住促進雇用対策事業 

前年度決算額 ２７，７３７千円 ・ 今年度予算額 ２９，５００千円 

内容 県外の求職者に対し、熊本市内の企業を知る合同就職面談会を実施す

るとともに、就職等に関する的確な情報提供・相談体制を整えたＵＩ

Ｊターンサポートデスクを運営することで、ＵＩＪターン就職の促進

と人材の確保を図る。 

結果 ・ＵＩＪサポートデスクなどを介した就業者：１２８人 

・ＵＩＪサポートデスクなどを介した移住者：２７３人 

備考  

８ 事業名 地方創生移住支援事業 

前年度決算額 ８７，１００千円 ・ 今年度予算額 ８７，２００千円 

内容 東京一極集中の是正及び地方の担い手不足対策のための国のデジタ

ル田園都市国家構想交付金を活用して、東京２３区から本市へ移住

し、熊本県が選定した中小企業等に就業した者又は熊本県の起業支援

金事業において認定された者等に対し、移住支援金を支給する。 

結果 ・支給件数：６３件 

備考  

９ 事業名 連携中枢都市移住支援事業 

前年度決算額 １，３５４千円 ・ 今年度予算額 ３，５８０千円 

内容 広報相乗効果及び経費削減効果を図るため、連携中枢都市圏が連携し

て移住促進プロモーションを行う。 

結果 ・東京で行われたふるさと回帰フェア等において連携都市の広報を

実施 

備考  

１０ 事業名 地場企業インターンシップ促進事業 

前年度決算額 ３０，２８８千円 ・ 今年度予算額 ３０，６００千円 

内容 大学生等を対象とした地場企業のインターンシップ及び大学生等と

企業との意見交換会を開催する。 

結果 ・インターンシップ 
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参加学生数：１６７人 参加企業数：７２社 

・意見交換会 

参加学生数：１５９人 参加企業数：２８社 

備考  

１１ 事業名 産業人材育成支援事業 

前年度決算額 ３，４３０千円 ・ 今年度予算額 ６，４００千円 

内容 人手不足の解消を図るため、介護職員初任者研修の実施や認定職業訓

練校への補助、職業訓練受講料への助成を通じて産業人材を育成す

る。 

結果 ・介護職員初任者研修 

受講者数：３人 修了者数：３人 就職内定者数：２人 

・認定職業訓練実施に対する補助金の交付 補助件数：４件 

・職業訓練受講料助成 助成件数：２２件 

備考  

１２ 事業名 職業訓練センター管理運営経費 

前年度決算額 ２４，１７７千円 ・ 今年度予算額 ２３，８６０千円 

内容 求職者や失業者を対象とした職業訓練や、中小企業で働く労働者を対

象とした各種職業能力開発訓練等を行う職業訓練センターの管理運

営を指定管理者により実施する。 

結果 ・利用者数：延べ３１，２３９人 

備考  

１３ 事業名 雇用福祉一般行政経費 

前年度決算額 ３６７千円 ・ 今年度予算額 ７３２千円 

内容 技能者の地位及び技術水準の向上を図るため、本市産業の発展に尽く

した優秀技能功労者、優秀青年技能者及び優秀技能者の表彰を行う。 

結果 ・優秀技能功労者表彰者数：１４人 

・優秀青年技能者表彰者数：１３人 

・優秀技能特別表彰者数：１人 

備考  
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１４ 事業名 失業者就業支援事業 

前年度決算額 ３７，６９０千円 

内容 コロナ禍により失業を余儀なくされた方への再就職支援と人手不足

である業種における人材確保のため、介護・警備・運輸・建設分野に

就職した方へ就職奨励金を交付する。 

結果 ・就職奨励金：２０１人 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和５年度限りで終了。 

１５ 事業名 青少年地元定着促進事業 

今年度予算額 ９９０千円 

内容 高校生を対象とした地場企業等を知るための地域課題解決型パンフ

レットの作成を行う。 

備考 令和６年度新規事業 

１６ 事業名 多様な人材の活躍促進事業 

今年度予算額 ２，５００千円 

内容 テレワークやアウトソーシングに係るセミナーを通じた多様な人材

の活躍の促進を図る。

備考 令和６年度新規事業 

 (2) 経営向上・安定のための支援 

   令和５年度決算額：１，６３５，３３９千円 

   令和６年度予算額：１，０８９，４５３千円 

１ 事業名 中小企業研修派遣助成経費 

前年度決算額 ５９９千円 ・ 今年度予算額 ６００千円 

内容 中小企業の人材育成を支援するため、本市の中小企業者の従業員が中

小企業大学校等の市外公的機関で行われる専門的・体系的な研修を受

講する際にかかる旅費相当額の半額を補助する。なお、令和６年度か

ら、補助対象経費を旅費相当額から受講料に変更。 

結果 ・受講者数：３０人（１６社） 

備考  

２ 事業名 経済関連データ調査等事業 
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前年度決算額 ２，７９８千円 ・ 今年度予算額 ３，０００千円 

内容 市内景況などの基礎データ、施策立案に向けた経済的影響等の調査を

実施する。 

結果 ・市内総生産額の推計：１２回 

・企業業況判断分析：４回 

備考  

３ 事業名 中小企業金融対策事業 

前年度決算額 ３２，５１２千円 ・ 今年度予算額 ３３，１００千円 

内容 中小企業向け制度融資に係る信用保証料の助成や損失補償を行う。 

結果 ・補助件数 

信用保証料補給：４９８件 

損失補償金：２５件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲） 

４ 事業名 利子補給金 

前年度決算額 １２千円 ・ 今年度予算額 ７１６千円 

内容 事業承継等に係る中小企業者の資金調達の円滑化を図るため、本市の

融資制度を利用した中小企業者に対して利子の一部又は全部を補給

する。 

結果 ・補助件数：１件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」で掲載分（再掲） 

５ 事業名 中小企業団体等助成経費 

前年度決算額 ４９，５１２千円 ・ 今年度予算額 ４９，６７１千円 

内容 中小企業者の経営を支援するため、熊本商工会議所、各商工会、熊本

県中小企業団体中央会等が行う中小企業者の経営革新や技術改善の

ための事業に対して補助を行う。 

結果 ・助成件数：１２件 

備考  

６ 事業名 新型コロナウイルス対応融資利子補給事業 

前年度決算額 ６３４，７３６千円 ・ 今年度予算額 ９２，３６６千円 
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内容 新型コロナウイルス感染症の影響により売上げが減少したことで熊

本県制度融資「金融円滑化特別資金」を借り入れた市内の事業者に対

する利子補給等を行い、事業者の円滑な資金調達を支援する。 

結果 ・補助件数：５，４６８件 

備考  

７ 事業名 ＬＰガス価格高騰対策緊急支援事業 

前年度決算額 ９１５，１７０千円 ・ 今年度予算額 ９１０，０００千円 

内容 エネルギー価格高騰の影響による経済的負担を受けている方を支援

するため、ＬＰガスを利用している契約者を対象に支援金の給付を行

う。 

結果 ・給付件数：１２１，２９３件 

備考  

(3) 事業継続リスクへの対応 

１ 事業名 県と連携したＢＣＰ策定支援 

内容 熊本県が行っているＢＣＰ策定支援と連携し、本市の中小企業者に対

して認知度の向上・普及啓発を図る。 

結果 ・防災訓練手法セミナー ～ＢＣＰ訓練方法について～ 

参加者数：７５人 

備考  

 (4) 商店街の振興 

   令和５年度決算額：５７７，９１８千円 

   令和６年度予算額：６３，７００千円 

１ 事業名 商店街魅力向上総合事業（経常) 

前年度決算額 １５，９１８千円 ・ 今年度予算額 １５，９００千円 

内容 商店街における官民一体となったイベント等の開催、商店街団体が実

施する環境整備事業に対する助成、中心市街地活性化協議会への支援

等を行う。 

結果 ・負担金：３件 支出合計額：１２，０５０千円 

・商店街共同施設電気料助成件数：５０件 
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・商店街通行量調査：１回 

備考  

２ 事業名 商店街魅力向上総合事業（政策） 

前年度決算額 １８，５０７千円 ・ 今年度予算額 ２５，８００千円 

内容 商店街団体等が実施する活性化のためのイベント等事業、研修事業、

インバウンド対応事業、共同施設設置事業等に対して助成を行う。 

結果 ・助成件数：２１件 助成金額：１６，５２７千円 

備考  

３ 事業名 新型コロナウイルス感染症緊急空き店舗対策事業 

前年度決算額 １４３，７５０千円  

内容 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた商店街の再生・活性化を図

るため、市内商店街の空き店舗の改装や新規出店に対して助成を行

う。 

結果 ・助成件数：１１７件 助成金額：１３９，０５０千円 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和５年度限りで終了。 

４ 事業名 物価高騰対策プレミアム付商品券発行支援事業 

前年度決算額 ３９９，７４３千円  

内容 物価高騰等の影響を受けた生活者や事業者の支援及び地域経済の活

性化を図るため、商店街等及び企業等が実施する物価高騰対策プレミ

アム付商品券事業に対する助成を行う。 

結果 ・助成件数：５０件 助成金額：３９２，１０９千円 

備考 新型コロナウイルス感染症対応分。令和５年度限りで終了。 

５ 事業名 商店街地域資源活用事業 

今年度予算額 ２２，０００千円 

内容 交流人口の拡大を図るため、ＡＲデジタルスタンプラリーの開催や商

店街団体等が実施するナイトタイムエコノミー事業の支援、空き店舗

に出店する際に係る経費の補助等を行う。 

備考 令和６年度新規事業 
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４ 受注機会の増大   

(1) 受注機会の増大に向けた支援 

ア 計画的な発注 

(ｱ) 四半期ごとに１６０万円（修理においては１００万円）を超える物品購

入（修理）の予定について、市役所内各課へ照会を行い計画的な発注に努

めるとともに、年度末に行う翌年度分の物品購入（修理）予定の照会結果

について、１,０００万円以上の案件を電子入札システムホームページに

て公表することで受注機会の増大を図る。 

(ｲ) 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律により規定され

ている発注見通しについて毎月公表し、より詳細な情報をホームページで

随時公表することにより、業者の受注機会の拡大及び計画的な発注に努め

る。 

イ 適正な予定価格の設定 

(ｱ) 予定価格の設定に際しては、市場における労務費及び資材等の取引価

格、施工の実態等を的確に反映した積算を実施する。 

(ｲ) 積算基準が明確でない発注案件については、実勢価格を調査するほか

業者から参考見積りを徴取するなどして、適正な予定価格の設定を行う。 

ウ 地場企業優遇の評価項目の設定 

(ｱ) 現在試行中である総合評価（技術提案型）において、評価項目は案件ご

とに設定することとなるが、評価項目例の中に「熊本市内に本店を有する」

場合に加点を行う項目を設定する。 

エ 総合評価方式の運用等による地場企業の育成 

(ｱ) 現在試行中である総合評価（技術提案型）において、評価項目は案件ご

とに設定することとなるが、評価項目例の中に「地場企業の活用」をする

場合に加点を行う項目を設定する。 

オ 地場企業への優先発注 

(ｱ) 条件付一般競争入札で行う場合（ＷＴＯ協定に基づく特定調達契約の

対象となるものを除く。）には、原則として「本店又は営業所等の所在地が

市内にあること」を入札参加資格とする。 

(ｲ) 指名競争入札を行う場合には、「市内に本社を有する者」を優先的に指
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名し、次に「市内に営業所等を有する者」、「市内に本社、営業所等を有し

ない者」の順に指名することとする。 

(ｳ) 公共工事の一般競争入札・指名競争入札において、特殊なもの又は高度

な技術力を要するものを除き、原則として「熊本市内に本店を有する者で

あること」を競争入札参加資格とする。 

カ 「国等の契約の基本方針に準じた措置の実施」の周知 

(ｱ) 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（以下「官公需

法」という。）に基づき、国の施策に準じた取扱いを行うため、職員に対し、

「国等の契約の基本方針に準じた措置の実施」を周知し、中小企業者の受

注機会を増大させる。 

キ 小規模企業に配慮した小規模修繕の発注 

(ｱ) 本市が発注する施設の小規模な修繕（内容が軽易で、かつ、履行の確保

が容易であると認められる施設の修繕で１件の予定価格が３０万円以下の

もの）について、熊本市工事競争入札参加有資格業者名簿又は熊本市物品

関係競争入札（見積）参加資格者名簿に登録していない市内の中小企業等

からの小規模修繕契約希望者登録名簿への申請を受け付け、名簿を作成す

ることで、小規模企業への発注を推進する。 

ク 官公需法の規定に基づく契約実績の公表 

(ｱ) 官公需法の規定に基づき、本市の工事・役務・物件契約における中小企

業の受注状況を公表する。 

(ｲ) 令和５年度の契約状況  

契約全体に対する中小企業の受注率は、件数で８０．８パーセント（前

年度比１．５ポイントの低下）、金額で７１．２パーセント（前年度比   

０．４ポイントの低下）であった。 

また、契約全体に対する市内中小企業の受注率は、件数で６７．３パー

セント（前年度比１．８ポイントの低下）、金額で６０．５パーセント（前

年度比１．１ポイントの上昇）であった。 

その他詳細は、次表のとおりである。 
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本市の工事・役務・物件契約における中小企業の受注状況（令和５年度） 

 

熊本市内企業：熊本市内に本社がある企業 

熊本県内企業：熊本県内（熊本市を除く。）に本社がある企業 

工事・・・工事請負費 

役務・・・役務費、委託料、使用料及び賃借料、一般需用費のうち修繕費等 

物件・・・一般需用費（修繕費を除く。）、備品購入費等 

 

 

【全体】 令和　　4年度

割合 契約金額 割合

ア （千円） イ

(C1/A1) (D1) (D1/B1)

工　　事 1,280 94.3% 38,318,234 75.1%

役務の給付 9,507 81.0% 23,424,837 65.8%

物件の納入 34,621 80.4% 5,467,805 70.2%

合計 45,408 80.8% 67,210,876 71.2%

【熊本市内企業受注分】

令和　　4年度

割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合

オ （千円） カ キ （千円） ク ケ （千円） コ

(A2/A1) （B2） (B2/B1) (C2/A1) (D2) (D2/B1) (E2/E1) （F2） (F2/F1)

工　　事 1,227 90.4% 36,159,334 70.9% 1,217 89.6% 36,026,755 70.6% 1,237 91.9% 50,992,097 71.7%

役務の給付 8,598 73.3% 16,988,549 47.7% 8,010 68.3% 16,503,434 46.4% 8,146 75.5% 19,146,448 42.1%

物件の納入 29,194 67.8% 5,091,610 65.4% 28,574 66.3% 4,560,437 58.6% 16,951 69.4% 3,700,999 55.3%

合計 39,019 69.5% 58,239,493 61.7% 37,801 67.3% 57,090,626 60.5% 26,334 72.0% 73,839,544 59.9%

【熊本県内企業受注分】（市内除く県内企業）

令和　　4年度

割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合 割合 契約金額 割合

ス （千円） セ ソ （千円） タ チ （千円） ツ

(A3/A1) （B3） (B3/B1) (C3/A1) (D3) (D3/B1) (E3/E1) （F3） (F3/F1)

工　　事 11 0.8% 350,740 0.7% 10 0.7% 175,422 0.3% 4 0.3% 88,762 0.1%

役務の給付 495 4.2% 686,728 1.9% 485 4.1% 652,422 1.8% 320 3.0% 922,708 2.0%

物件の納入 3,075 7.1% 146,598 1.9% 3,068 7.1% 146,398 1.9% 1,176 4.8% 88,767 1.3%

合計 3,581 6.4% 1,184,066 1.3% 3,563 6.3% 974,242 1.0% 1,500 4.1% 1,100,237 0.9%

令和5年度

全
　
　
　
体

区　　分

        総額         総額
うち中小企業

（千円） （千円）

（B1） （F1）

契約金額

件数
（C1）

件数
（E1）

契約金額

1,358 51,012,746 1,346 71,162,277

件数
（A1）

11,731 35,584,141 10,791 45,453,839

43,082 7,787,914 24,433 6,691,959

56,171 94,384,801 36,570 123,308,075

令和5年度

熊
本
市
内
企
業

区　　分

        総額         総額
うち中小企業

令和5年度

件数
（A2）

件数
(C2)

件数
（E2）

熊
本
県
内
企
業
（

熊
本
市
を
除
く
）

区　　分

        総額         総額
うち中小企業

件数
（A3）

件数
(C3)

件数
（E3）
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令和　　4年度

割合 契約金額 割合 契約金額

ウ （千円） エ （千円）

(G1/E1) (H1) (H1/F1) （D1-H1）

1,283 95.3% 56,614,419 79.6% △ 3 △ 1.0 △ 18,296,185 △ 4.5

8,737 81.0% 27,123,812 59.7% 770 0.0 △ 3,698,975 6.1

20,064 82.1% 4,538,275 67.8% 14,557 △ 1.7 929,530 2.4

30,084 82.3% 88,276,506 71.6% 15,324 △ 1.5 △ 21,065,630 △ 0.4

令和　　4年度

割合 契約金額 割合 契約金額 契約金額

サ （千円） シ （千円） （千円）

(G2/E1) (H2) (H2/F1) （B2－F2） （D2-H2）

1,235 91.8% 50,910,851 71.5% △ 10 △ 1.5 △ 14,832,763 △ 0.8 △ 18 △ 2.2 △ 14,884,096 △ 0.9

7,331 67.9% 18,633,491 41.0% 452 △ 2.2 △ 2,157,899 5.6 679 0.4 △ 2,130,057 5.4

16,706 68.4% 3,659,154 54.7% 12,243 △ 1.6 1,390,611 10.1 11,868 △ 2.1 901,283 3.9

25,272 69.1% 73,203,496 59.4% 12,685 △ 2.5 △ 15,600,051 1.8 12,529 △ 1.8 △ 16,112,870 1.1

令和　　4年度

割合 契約金額 割合 契約金額 契約金額

テ （千円） ト （千円） （千円）

(G3/E1) (H3) (H3/F1) (B3-F3） （D3-H3）

4 0.3% 88,762 0.1% 7 0.5 261,978 0.6 6 0.4 86,660 0.2

317 2.9% 875,865 1.9% 175 1.2 △ 235,980 △ 0.1 168 1.2 △ 223,443 △ 0.1

1,168 4.8% 88,388 1.3% 1,899 2.3 57,831 0.6 1,900 2.3 58,010 0.6

1,489 4.1% 1,053,015 0.9% 2,081 2.3 83,829 0.4 2,074 2.2 △ 78,773 0.1

令和5年度　－　令和4年度　（差）

        総額
うち中小企業 うち中小企業

件数
（C1-G1）

割合
（ｱ-ｳ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
（ｲ-ｴ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

（千円）
件数

（G1）

△ 9,869,698

（B1－F1）

12 △ 20,149,531

件数
（A1－E1）

契約金額

940

△ 28,923,274

18,649 1,095,955

19,601

令和5年度　－　令和4年度　（差）

        総額
うち中小企業 うち中小企業

割合
（ｶ-ｺ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

件数
(C2-G2）

割合
（ｷ-ｻ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
（ｸ-ｼ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

令和5年度　－　令和4年度　（差）

件数
(G2)

件数
（A2-E2）

割合
（ｵ-ｹ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

　　    総額
うち中小企業

割合
（ﾀｰﾄ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

うち中小企業

件数
(G3)

件数
（A3-E3）

割合
（ｽｰﾁ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

割合
(ｾｰﾂ）
ﾎﾟｲﾝﾄ

件数
(C3-G3）

割合
（ｿｰﾃ）
ﾎﾟｲﾝﾄ
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５ 小規模企業の振興   

令和５年度決算額：１２，９４０千円 

令和６年度予算額：１６，３５９千円 

  (1) 小規模企業の持続的な発展に向けた支援 

   令和５年度決算額：１２，９４０千円 

   令和６年度予算額：１６，３５９千円 

１ 事業名 一般管理等経費（うち中小企業活性化会議運営経費分） 

前年度決算額 １７５千円 ・ 今年度予算額 ２８７千円 

内容 熊本市中小企業・小規模企業振興基本条例に基づく中小企業振興に関

する施策等を審議するための熊本市中小企業活性化会議の運営等を

行う。 

結果 ・熊本市中小企業活性化会議の開催 

開催回数：２回 ※構成委員数：１６人 

備考 決算額及び予算額は、一般管理等経費のうち、熊本市中小企業活性化

会議にかかる分のみを記載 

２ 事業名 成長産業創出支援事業 

前年度決算額 １２，７６５千円 ・ 今年度予算額 １６，０７２千円 

内容 中小企業者等が実施する新製品・新技術の研究開発に必要な経費の一

部を助成するほか、産学連携コーディネーターを配置し、大学等研究

機関の研究シーズと地場企業の事業化ニーズのマッチングを実施す

る。 

結果 ・助成件数：４件（うち１件は小規模企業重点枠） 

・産学官連携支援等によるマッチング件数：１１件 

・新製品開発支援による製品化・事業化件数：１件 

備考 「１ 創業・事業承継の促進」及び「２ 新たな事業活動の促進」で

掲載分（再掲） 
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第２ 熊本市中小企業活性化会議における審議の経過及び結果 

 

１ 会議の経過 

(1) 令和６年度第１回熊本市中小企業活性化会議 

    開催日時：令和６年（２０２４年）７月１０日（水曜日）午後１時３０分～ 

午後４時 

    場  所：熊本市議会棟２階 予算決算委員会室 

   審議内容：熊本市中小企業・小規模企業振興基本計画に基づく施策等につい

て 

        熊本市中小企業・小規模企業振興基本計画の改定について 

  (2) 令和６年度第２回熊本市中小企業活性化会議 

    開催日時：令和６年（２０２４年）８月２６日（月曜日）午後１時３０分～ 

午後４時 

    場  所：熊本市役所本庁舎４階 モニター室  

    審議内容：第１回会議の意見等を踏まえた今後の方向性について 

         第２期熊本市中小企業・小規模企業振興基本計画（素案）につい

て 

 

２ 会議の結果  

(1) 中小企業の振興に関する施策について 

  会議において得られた中小企業振興施策に関する意見は、次のとおりである。 

ア 創業・事業承継の促進について 

(ｱ) スタートアップ支援について、創業後も継続的な対応が必要である。 

(ｲ) スタートアップ支援について、事業プランやコンセプトなどをしっか

り持っているか見極めながら支援する必要がある。 

(ｳ) 地域スタートアップ支援事業は、市の事業であるため、市へ税収として

還元されるような成果が必要である。 

(ｴ) スタートアップ企業に対して、経済団体や業界団体が行っている事業

の継続や発展につながる研修等について、積極的な情報提供が必要である。 

(ｵ) スタートアップ企業が情報交換できる場を設ける必要がある。 
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(ｶ) 第三者が引き継ぐ事業承継にあっては、専門的な知識が必要となるた

め、そのサポートが必要である。 

(ｷ) 伝統文化等を担っている事業の承継についても支援を実施する必要が

ある。 

イ 新たな事業活動の促進について 

(ｱ) 観光関連事業者に対して、データ調査の結果を共有し、データの利活用

を促進していく必要がある。 

(ｲ) 観光促進のためのデータ収集は、各種団体と連携を取りながら実施し

ていく必要がある。 

(ｳ) ＤＸに関して知識が不足している企業に対し、ＤＸコンサルタントを

派遣する制度が必要である。 

(ｴ) 中小企業のＤＸ支援の制度を活用してもらうため、制度の周知を図る

取組が必要である。 

(ｵ) 企業のマーケティング戦略が変化している中、ウェブマーケティング

の実施に対する支援が必要である。 

(ｶ) ＥＣサイトに関するスキルを有し、地方の活性化に貢献したいと考え

る若者等と地方の企業をマッチングさせる取組が必要である。 

(ｷ) 越境ＥＣにおいては、事業者個々の努力だけでは売上拡大に限界があ

るため、支援を行う必要がある。 

(ｸ) 外国人観光客の消費額増加を図るため、空港等で外国人観光客向けの

土産カタログを配布するなどの取組が必要である。 

(ｹ) 各事業者が外国人観光客向けの情報を発信するための支援が必要であ

る。 

ウ 経営基盤の強化について 

(ｱ) 空き店舗を減少させるための企業への試行的な補助等の支援が必要で

ある。 

(ｲ) 訪れる人が多様な目的を達成できることが商店街の魅力の一つである

ため、様々な業種が商店街に参入するための支援が必要である。 

(ｳ) 中心市街地だけでなく地元商店街の活性化のための取組も必要である。 

(ｴ) 外国人材やＵＩＪターンをする県外大学生等の確保が重要であり、そ
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れらの人材を呼び込む取組が必要である。 

(ｵ) 人材の流出を防ぐため、中学生などの早い時期から地元企業の魅力を

伝えることが必要である。 

(ｶ) 若者の転職への抵抗感が薄れてきており、定着率を上げるための取組

も必要である。 

(ｷ) 県内企業への就職などの人材確保に繋げるために、有償でのインター

ンシップの実施に対する支援が必要である。 

(ｸ) 労働力を定着させるために、充実した公共交通機関や公園・緑地などの

子育てに適した住環境の整備が必要である。 

(ｹ) 円安の影響等により外国人材の確保が難しい状況であるが、外国人材

の確保に係る取組を積極的に行う必要がある。 

(ｺ) 外国人材の定着を促進するために、外国人コミュニティを活用するな

どして生活ルールや習慣を学び、安心して暮らすことができる環境の提供

が必要である。 

エ その他の事項について 

 より有効な施策を策定するため、行政が実務者である中小企業者へ現場の状

況を聞く機会を設定する必要がある。 

  (2) 第２期熊本市中小企業・小規模企業振興基本計画(素案)について 

   ア 国全体として最低賃金を上げる動きがある中で、疲弊する小規模事業者に

対して、生産性向上支援の強化が必要である。 

   イ 政府が中小企業対策として力を入れている価格転嫁対策について、施策の

方向性として入れ込む必要がある。 

   ウ 方向性の一つとして「受注機会の増大」とあるが、単なる受注件数だけで

なく受注できる工事の内容を踏まえて計画を策定する必要がある。 

- 173 -



 

 

 

  

- 174 -


